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○令和３年度の事業評価監視委員会の審議案件は、「各種資産データ及
びデフレータ（令和３年３月改正）」を活用して費用便益分析を実施しており、
「第１回 事業評価監視委員会（令和３年９月29日開催）」及び「第２回 事
業評価監視委員会（令和３年12月21日開催）」の案件が該当する。

〇その中で、 「各種資産評価及びデフレータ（令和３年３月改正）」訂正の
影響を受ける事業は、下記の事業である。

○「第１回 事業評価監視委員会（令和３年９月29日開催）」
・【事後評価】 撫養港海岸 直轄海岸保全施設整備事業

〇「第２回 事業評価監視委員会（令和３年12月21日開催）」
・【再 評 価】 吉野川水系直轄砂防事業
・【報 告】 物部川直轄河川改修事業
・【報 告】 仁淀川直轄河川改修事業

各種資産評価単価の訂正に伴う費用便益分析への影響について



各種資産評価単価の訂正に伴う費用便益分析への影響について【概要】

・「各種資産評価単価及びデフレーター（令和３年３月）」の訂正に伴い、令和３年度に事業評価を実
施した事業について、費用便益分析への影響を確認しました。

・その結果、下表の事業について、算定の過程では便益の変化が確認されましたが、整数丸めの値
及び小数点第一位までの値に変化はありませんでした。

・詳細は次ページ以降の説明資料②～④参照

※「各種資産評価単価及びデフレーター（令和３年３月）」における各種資産評価単価の訂正について
https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001102.htm

※１ Bは総便益(事業全体、基準年(令和３年度)における現在価値化)を整数丸め（四捨五入）で記載
※２ B／Cは事業全体を記載

B(億円) B／C

事業名 訂正前 → 訂正後 訂正前 → 訂正後

撫養港海岸 直轄海岸保全施設整備事業 688 → 688 2.5 → 2.5

吉野川水系直轄砂防事業 985 → 985 1.3 → 1.3

物部川直轄河川改修事業 1,076 → 1,076 8.9 → 8.9

仁淀川直轄河川改修事業 3,066 → 3,066 4.2 → 4.2

※１ ※２
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

吉野川水系直轄砂防事業
再評価（重点審議）結果の公表について

説明資料②
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１．審議資料（資料－４－１）への影響

○事業評価監視員会で、事業実施により得られる便益Bと、事業実
施に必要な費用Cをもとに事業評価を実施。

○今回、直接被害の項目である①家屋、③事業所償却・在庫資産、
⑤農作物の修正データを用いて再計算した結果、事業全体及び残
事業のB/Cは影響が生じなかったものの、費用対効果の分析結果
（P12）の一部の結果に影響が生じた。
※詳細は、訂正版 資料－４－１のとおり。

【影響が生じた部分】
・便益：９７５．５億円 → ９７５．１億円（０．４億円減）
・総便益：９８５．１億円 → ９８４．８億円（０．３億円減）
・純現在価値：２１５．９億円 → ２１５．５億円（０．４億円減）
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１．審議資料（資料－４－１）への影響

○直轄砂防事業に関する事業評価（費用便益算出）について（P11）
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１．審議資料（資料－４－１）への影響

○資料-４－１に影響する箇所の確認結果（P12）
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２．審議資料（資料－４－２）への影響

○資料－４－２は、総事業費、目的・必要性、投資効率性等の項目が
記載されている資料、県知事からの意見及び様式ー１～様式－５、事
業費の内訳に関する資料となっており、B/Cの算定に関する部分で影
響が生じている。
※詳細は、訂正版 資料－４－２のとおり。

【影響が生じた箇所】
・P1の感度分析の全体事業（資産＋１０％）：１．３ → １．４（０．１増）

○様式－２の資産データ（P9）、様式－３の被害額の算定結果（P10～
P33）、様式－４の年平均被害軽減期待額の算定結果（P34～P36）、様
式－５の費用対便益の算定結果（P37、P39～P44、P49～P50）の一部
に影響が生じている。
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２．審議資料（資料－４－２）への影響

○感度分析の結果による影響（P1）※様式の一部を表示

10



２．審議資料（資料－４－２）への影響

○様式２～様式－５の影響（P9）※様式の一部を表示
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○訂正後に影響を受けた箇所は、以下の黄色で着色部分が該当。
○訂正前後に減少した箇所は、全体事業の便益（Ｂ）の赤文字が該当。
○訂正前後に増加した箇所は、全体事業費及び残事業の資産に関す
る感度分析箇所が該当。

３．各種資産評価単価訂正に伴うＢ／Ｃの影響
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

説明資料③

撫養港海岸直轄海岸保全施設整備事業
事後評価結果の公表について
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１．審議資料（資料－５－１）への影響

○事業評価監視員会で、事業実施により得られる便益Bと、事業
実施に必要な費用Cをもとに事業評価（事後評価）を実施。

○今回、直接被害の項目である「家屋評価額」、「事業所償却・在
庫資産」、「農作物価格」の修正データを用いて再計算した結果、
事業全体のB/Cは影響が生じなかったものの、浸水被害軽減額
（P4）に影響が生じた。
※詳細は、訂正版 資料－５－１のとおり。

【影響が生じた部分】
 浸水被害軽減額：１,２６１億円 → １,２６０億円（1億円減）

※浸水被害軽減額は地震発生確率を乗じる前の値。
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１．審議資料（資料－５－１）への影響

○資料－５－１に影響する箇所の確認結果（P4）
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２．審議資料（資料－５－２）への影響

○資料－５－２は、総事業費、目的・必要性、投資効率性等の項
目が記載されている資料、事業費の内訳に関する資料となって
おり、B/Cの算定に関する部分で影響が生じている。
※詳細は、訂正版 資料－５－２のとおり。

【影響が生じた部分】
 費用対効果分析結果（P2）の地震発生確率を乗じた各年の津波

防護便益に影響が生じた。
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２．審議資料（資料－５－２）への影響

○費用対効果分析結果（P2） ※様式の一部を表示

●費用対効果分析結果：全体事業

36 徳島 総事業費　(税込）　　 161.91 （億円) 社会的割引率 4.0%
0.76 （億円/年) 基準年 2021

高潮防護便益 0.00 （億円/年) 整備開始年 2006 ＣＢＲ
侵食便益 0.00 （億円/年) 整備終了年 2016 ＮＰＶ 億円

4 事後評価 津波防護便益 31.98 （億円/年) 2066 ＥＩＲＲ

単位：億円 単年度の費用・便益 2021年価値換算値 社会的 デフレータ
番 費　用　　(消費税抜き) 便　益 費用 便益 割引率 2011 2021 費用整理 便益整理
号 西暦 和暦 事業費 維持管理 計  (Ｃ） （Ｂ) 乗数 割引率 年基準 年基準 （億円) (億円)

152.7 38.2 190.9 1 ,152.1 269.86 687.54 117.1 事業費 維持管理 高潮 侵食 津波
1 2006 H18 0.9 0.0 0.9 0.0 1.89 0.00 -15 1.801 95.2 81.3 0.85 0.00 0.00 0.00 0.00 H18
2 2007 H19 2.7 0.0 2.7 0.0 5.71 0.00 -14 1.732 97.2 83.0 2.74 0.00 0.00 0.00 0.00 H19
3 2008 H20 10.3 0.0 10.3 0.0 19.93 0.00 -13 1.665 100.3 85.7 10.25 0.00 0.00 0.00 0.00 H20
4 2009 H21 18.5 0.0 18.5 0.0 35.26 0.00 -12 1.601 98.3 83.9 18.49 0.00 0.00 0.00 0.00 H21
5 2010 H22 8.7 0.0 8.7 0.0 15.97 0.00 -11 1.539 98.7 84.3 8.74 0.00 0.00 0.00 0.00 H22
6 2011 H23 11.1 0.0 11.1 0.0 19.26 0.00 -10 1.480 100.0 85.4 11.11 0.00 0.00 0.00 0.00 H23
7 2012 H24 26.7 0.0 26.7 0.0 44.76 0.00 -9 1.423 99.5 85.0 26.72 0.00 0.00 0.00 0.00 H24
8 2013 H25 21.6 0.0 21.6 0.0 33.84 0.00 -8 1.369 102.2 87.3 21.58 0.00 0.00 0.00 0.00 H25
9 2014 H26 22.2 0.0 22.2 0.0 32.11 0.00 -7 1.316 106.5 90.9 22.19 0.00 0.00 0.00 0.00 H26

10 2015 H27 23.3 0.0 23.3 0.0 32.17 0.00 -6 1.265 107.1 91.5 23.25 0.00 0.00 0.00 0.00 H27
11 2016 H28 6.8 0.0 6.8 0.0 8.93 0.00 -5 1.217 108.0 92.2 6.77 0.00 0.00 0.00 0.00 H28
12 2017 H29 0.0 0.8 0.8 24.6 0.94 28.79 -4 1.170 110.7 94.5 0.00 0.76 0.00 0.00 24.61 H29
13 2018 H30 0.0 0.8 0.8 25.7 0.88 28.93 -3 1.125 114.4 97.7 0.00 0.76 0.00 0.00 25.71 H30
14 2019 R1 0.0 0.8 0.8 26.7 0.83 28.93 -2 1.082 117.1 100.0 0.00 0.76 0.00 0.00 26.75 R1
15 2020 R2 0.0 0.8 0.8 27.7 0.79 28.81 -1 1.040 117.1 100.0 0.00 0.76 0.00 0.00 27.70 R2
16 2021 R3 0.0 0.8 0.8 28.6 0.76 28.57 0 1.000 117.1 100.0 0.00 0.76 0.00 0.00 28.57 R3
17 2022 R4 0.0 0.8 0.8 29.3 0.73 28.22 1 0.962 117.1 100.0 0.00 0.76 0.00 0.00 29.35 R4
18 2023 R5 0.0 0.8 0.8 30.0 0.71 27.76 2 0.925 117.1 100.0 0.00 0.76 0.00 0.00 30.02 R5
19 2024 R6 0.0 0.8 0.8 30.6 0.68 27.21 3 0.889 117.1 100.0 0.00 0.76 0.00 0.00 30.60 R6
20 2025 R7 0.0 0.8 0.8 31.1 0.65 26.57 4 0.855 117.1 100.0 0.00 0.76 0.00 0.00 31.08 R7
21 2026 R8 0.0 0.8 0.8 31.5 0.63 25.86 5 0.822 117.1 100.0 0.00 0.76 0.00 0.00 31.46 R8
22 2027 R9 0.0 0.8 0.8 31.7 0.60 25.08 6 0.790 117.1 100.0 0.00 0.76 0.00 0.00 31.73 R9
23 2028 R10 0.0 0.8 0.8 31.9 0.58 24.25 7 0.760 117.1 100.0 0.00 0.76 0.00 0.00 31.91 R10

供用終了年 H78

維持管理費（事業費の0.5%）

合計

H28海岸管理者

撫養港海岸
都道府県名

桑島・瀬戸地区地区名

海岸名

評価種別
徳島県

2.548
417.68

H18

［分析結果］

10.270%

H33

※ 影響する箇所を赤文字で表示
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３．各種資産評価単価訂正に伴うＢ／Ｃの影響

○訂正後に影響が生じた箇所は、以下の黄色で着色部分が該当。

○訂正前後に減少した箇所は、全体事業の便益（Ｂ）の赤文字が
該当。
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事業名： 撫養港海岸直轄海岸保全施設整備事業

事業評価区分： 事後評価

（ 単位： 百万円）

Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ

全体事業 68, 800 26, 986 2. 549 2. 5 68, 754 26, 986 2. 548 2. 5 -46 0 -0. 001 0. 0

” ■黄色” 部分が、 訂正後変化した箇所（ ” －” 表示は、 訂正後減少したもの）

※Ｂ 、 Ｃ の値は全て現在価値換算後の値で記載

※事後評価なので感度分析、 残事業Ｂ /Ｃ は不要

訂正前　 ① 訂正後　 ② 訂正前後の差分　 ②ー①
対象区分

Ｂ /Ｃ Ｂ /Ｃ Ｂ /Ｃ



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

説明資料④

河川関係事業 事業再評価（報告事項）
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河川関係事業 事業再評価（報告事項）

資料－７の訂正なし

20



河川関係事業 事業再評価（報告事項）
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河川関係事業 事業再評価（報告事項）
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河川関係事業 事業再評価（報告事項）
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河川関係事業 事業再評価（報告事項）
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河川関係事業 事業再評価（報告事項）
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河川関係事業 事業再評価（報告事項）
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